理事会議事録　H21年1月18日（月）20：00～21：00
同窓会法人化について
前回の理事会で、同窓会法人化について専門家に調査を依頼し理事会でレクチャーしてもらうことになったことを受け、濱本先生から依頼を受けた岩村浩司公認会計士と西山正寛司法書士に今回の理事会に参加いただき、同窓会法人化について説明を受けた。
まず、西山司法書士から、任意団体と法人の違いの説明、同窓会としての妥当な法人化の方法の提示があった。
『現在の同窓会は非営利（＝剰余金を配当しない）任意団体である。法人化を検討するにあたって、任意団体と法人を比較した場合、①任意団体は自由に設立でき、事業内容も組織も役員もその変更も、ある程度自由にできるというメリットがある。②事業拡大を目指すのであれば、法人にした方が社会的な信用が高く、第三者からの協力や援助を得やすい。③法人にした方が内部の法律関係が明確なのでトラブルを避けられる、という特徴があげられる。
法人化の方法としては、「一般社団法人」、「一般財団法人」、「NPO法人」の三つの選択肢がある。「一般社団法人」と「NPO法人」を比較すると、●NPO法人は活動分野が限られているが、一般法人は制限がない。●税制面の優遇措置は、NPO法人の方がある。●設立手続きはNPO法人は時間がかかるが、一般法人は簡単にできる。●NPOだとボランティアということで支援者の広がり等、大きな流れになる可能性がある、といった特徴があげられる。
以上から、同窓会の法人化として一番可能性があるのが、一般社団法人である。法人化した場合のメリットを検討し、そして実際に法人化するならば、役員の形、資産の移転方法、法人の運営と複雑になる事務処理などについて考える必要が出てくる。』
次に岩村公認会計士から、法人税法上の取り扱いの説明があり、事前に事務局が行った他学同窓会への法人化アンケートの結果分析も行われた。
『すべての一般社団法人は、A.公益法人またはB.公益認定を受けていない一般社団法人に分類される。A.公益法人は法人税法上も、当然、公益法人になり、収益事業以外は非課税である。収益事業には課税されるが、収益分を公益事業のために使うと、使った分については利益はないものとみなされるという制度になっている。
B.公益認定を受けていない一般社団法人の場合は、税法上は非営利型法人と非営利型以外の法人に分かれ、同窓会は通常、利益の分配をしないので非営利型法人になって、税法上の取り扱いは、基本的に公益法人と同じということになる。
ちなみに非営利型以外の法人は、普通法人とみなされ、会費収入や営利事業の利益が残ったら残った分については課税される。
以上から、同窓会の法人化は、一般社団法人の非営利型法人を目指すのが一番有利ではないかと考えられる。
社団法人化すると信用力がアップするメリットがあるが、さまざまな制約が入ってくるというデメリットもあり、どちらをとるか考えていく必要がある。』
上記の説明後、以下のように質問、意見、補足説明があった。
・フレキシブルに運営ができるという面では、任意団体の方が簡単だが、固定資産を購入する場合は個人の名前で行うことになる。収益事業で大きな収益が出る場合には、任意団体であっても個人名義なので税金がかかってくる。そういう場合は、剰余金を配分しないという意味で、非営利型の法人になった方が、税務上は有利になる。
・医師賠償保険の事務手数料は収入であるが、その収益事業を行うための運営費や通信費などの事務局の管理費、経費が必要なので、収入はゼロになる。
・現時点では、会費は利益とみなさない。しかし、税制が変わり課税される可能性が出てくれば非営利法人になった方がいい。
・最初、法人化を考えたのは、院内のアメニティをよくしたり保育所を作るなど、同窓会で頑張ろうとした時だったが、幸い、大学が動いて解決した。今後新しい同窓会として積極的にプラスアルファの活動をする際は、法人化しないと税制上の問題も起きてくる。まずは、今後の活動目標をどういうふうに新たに作るのかということが先ともいえる。
・会員数や資産から考えるとまだ早い。将来的にもっと会員も増えれば、明確にかなり大きなこともできるようになる。例えば定期的に学会活動するくらいの規模の会館を建てるようなところまでくると法人化が必要だが、現時点での活動範囲ではまだ早いようである。将来的には考えていかないといけないので、年次毎に、事業計画をたてていく際に考えたい。
審議の結論としては、法人化する決定はひとまず行わず、今後同窓会活動において法人化すればメリットがあると思われる具体的な大きな目標ができた場合、もしくは税制上の事情で今の状態ではいけないと専門家の指摘があった場合に、それ以後法人化の準備をスタートする。その土台作りとして、当面は今後も法人化の議論を定期的に行っていく。（岩村会計士、西山公認会計士退出）
2.会則改正
慶弔規程第４条「会員の疾病、災害を知り得た場合には理事会にはかり対処する」の改正について審議。今後、会員の年齢は増えるので、疾病を知り得たということで理事会にはかるという規定は問題である。疾病見舞いを条文化する方法もあるが、そうすると際限なくなってしまうおそれがある。しかし災害の被災は非常に大事であるし、頻繁に起こることではないのでそこは残しておいた上で、疾病という部分を削除して「会員の災害の被災を知り得た場合には理事会にはかりその都度対処する」と改正することが提案され、承認された。被災の場合には、例えば、同窓会が募金活動を支援したり、いろいろな方策を練るためにも、あえて細かい規定は作らずに、その都度、臨時または定例理事会で審議する。
3.第11回総会及び選挙について
執行部から、総会の候補日と記念講演会の講師候補が提示された。５月２２日か２９日の土曜日のどちらかで、３人の講師候補の先生の都合と調整して日程と総会スケジュールを決め、２月発行の会報に掲載して会員に周知することが承認された。　
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